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研究成果の概要（和文）：イノベーションに関する既存研究は、国、企業を含むイノベーション・システムを所
与のものとして、その経済的効果を検討するものか、あるいはイノベーション・システムの内部メカニズムを詳
細に事例分析するもののいずれかに分類される。本研究は、この両者をイノベーション確率最大化という観点か
らバランスよく取り扱い、一般均衡フレームワークのなかで統合的に扱っている点に特徴がある。具体的には、
イノベーション・システムの経済における役割、機能、経済的影響について理論的・実証的に評価するととも
に、その内部メカニズムについて、準価格シグナルという新たな観点からモデル化し、事例研究を中心とした実
証を行っている。

研究成果の概要（英文）：Existing literature looks at national innovation systems from the 
perspective of either “inside the black box” or “outside the black box”. This is the first 
academic study that analyzes both the inside and outside of the black box using a general 
equilibrium framework. This study looks at what is outside the black box and provides models of 
path-dependent endogenous growth; examines the dynamics of the black box from the intersectoral 
perspective of the economy; and proposes an innovation flow matrix. It also takes into account both 
business cycles and endogenous innovation in the unified New Keynesian dynamic stochastic general 
equilibrium (DSGE) model and examines how business cycles and other policy shocks affect endogenous 
innovation. The unified treatment of the national innovation system from perspectives both inside 
and outside the black box using rigorous economic models and empirical analyses makes this an 
enlightening work, shedding new light on innovation economics.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義は、イノベーションを国家レベル、企業レベルで促進するための独自の考え方、アプローチを提示
し、その有効性について理論的、実証的に検証している点にある。本研究の成果は、イノベーションを促進する
ための経済政策として活用したり、企業におけるイノベーション戦略・組織に適用することが期待される。つま
り、国家・企業レベルでのイノベーション確率を高めるための手法を提示している点に社会的意義があると考え
られる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 経営学では、従来、成功事例や失敗事例の分析を通じて、それらの要因の一般化を行い、
経営上のインプリケーションを導き出すという研究が行われてきた。しかし、この結果の事後
正当化という方法論が妥当なのは、成功確率が高く、失敗は経営のあり方に帰着される状況に
限定される。そもそもイノベーションは成功確率がきわめて低く、不確実性の高い確率過程の
なかでのイノベーション・マネジメントでは、事後的に結果を正当化するのではなく、事前に
経営の適否を評価できる考え方、指標が必要である。 
 
(2) 研究開始当時、この新たな指標として、イノベーション確率最大化という考え方を提示し、
著書として発表していた。しかし、この考え方をより厳密で体系的なアプローチを採用するこ
とにより戦略・組織・経済のあり方について評価する必要性を痛感していた。 
 
２．研究の目的 
(1) イノベーション確率最大化基準という新たな指標により理論的なモデルを構築し、イノベ
ーション戦略や組織、経済システムを再検討し、通説とは異なった視点から命題を提示・証明
する。 
 
(2) この理論モデルの一部を定量的データを用いて検証するための実証手法の開発および実証
研究を行う 
 
(3) 理論的なモデル化、実証分析に加え、事例研究を行い、実務にも有益な概念的枠組みを構
築し、実践的なインプリケーションを引き出す。 
 
３．研究の方法 
(1) 企業や家計、政府などの最適化行動をモデル化し、そこから導かれる均衡によってイノベ
ーションを促進する戦略、組織、政策などについて評価する。 
 
(2) 構築されたモデルをもとに定量的データを駆使して厳密な実証分析を行い、経済諸変数間
の関係性やそれらがイノベーションに与える影響について評価する。 
 
(3) 上記の理論・実証モデルを企業レベルで適用できる概念的モデルを提示し、それにもとづ
いて具体的な企業における事例研究を行い、実践的インプリケーションを引き出す。 
 
４．研究成果 
本研究の成果は大きく分けて 4部から構成される。第 1部は、経路依存的な内生的イノベーシ
ョンという観点から経済システムをモデル化し、理論的にその特徴を解明したものであり、第
2 部は、多部門間でのイノベーション活動の相互作用を明示的にモデル化し分析した。第 3 部
は、企業レベルでのイノベーション・システムを事例研究を交えつつ解明し、第 4部は、これ
らの理論的モデルをもとに定量的データを用いた実証研究を行った。 
 
第 1部：経路依存的イノベーションの経済学的分析 
(1)イノベーションが発生し展開していくプロセスを焦点化装置としてモデル化し、一般均衡体
系の枠組みのなかでその特徴を分析した。最初のモデルでは、経済が２段階で産業化していく
プロセスを仮定した。すなわち、第一段階では資本蓄積による経済発展であり、第二段階では、
イノベーションによる内生的経済成長の段階である。問題は、第一段階から第二段階への最適
なスイッチのタイミングはどのようなものになるのかという点にある。このモデル分析では、
この最適スイッチング時間の問題を解き、その最適なタイミングがどのような要因によって影
響されるのか、そこでイノベーション確率を促進するにはどのような政策的介入が望まれるの
かについて明らかにした。 
 
(2) 次に、この 2段階経済成長モデルに対して、不確実性を導入し、リアルオプションモデル
として改良し、イノベーションへの補助金が最適スイッチングにどのような影響を及ぼすのか
についてモデル分析を行った。ここで明らかになったのが経路依存的経済成長パターンであり、
スイッチングのタイミングによってその後の経済成長のあり方が異なるということである。さ
らに、特定の条件の下では、イノベーションへの補助金を削減することが、内生的経済成長へ
のシフトを促進するということを明らかにした。 
 
(3) 内生的経済成長について、イノベーションが汎用技術セクター、専用技術セクターという
2 セクターの相互作用によって生じるという独自の 2 セクターモデルを構築し、その均衡にお
ける特徴を分析した。具体的には、(1)専用技術段階、(2)汎用・専用技術の相互作用段階、(3)
汎用技術部門の独自の発展段階、という 3つのパターンを識別し、各々の段階における汎用技
術、専用技術の経済成長に与える影響について評価し、イノベーション確率を高めるための政
策的インプリケーションを明らかにした。 



 
第 2部：イノベーションの多部門間相互作用の分析 
(1) 経済のなかにおいてイノベーションは複数の部門が相互作用しつつ進展していく。第 2部
ではこの多部門イノベーション・モデルを構築し、各セクター間の相互作用をいかにして促し、
イノベーション確率を高めることができるのかについて分析した。最初のモデルでは、経済の
なかでの各部門の比較優位がイノベーションの結果規定される状況をモデル化した。各部門を
先端技術部門、後進技術部門に大別したとき、Advantage of backwardness（後発の優位性）は
主に後発部門で顕著に発生する一方、Advantage of forwardness（先発の優位性）は先端技術
部門で相対的に発揮されることが示された。このような学習のスピルオーバー効果は、各部門
の比較優位を決定する際に大きな役割を果たすことを明らかにした。 
 
(2) 次に生産関係を明示的にモデル化したイノベーションの多部門モデルを構築し、生産性シ
ョック、需要ショックが内生的イノベーションにどのような影響を及ぼすのかについて理論的
に評価した。そこで明らかになったのは、生産性ショックや需要ショックは生産関係に大きな
影響を与えない一方で、R&D の生産性ショックについては、経済内での生産関係に強く影響す
るという点である。さらにこの研究では、生産におけるコア部門とイノベーションにおけるコ
ア部門を分け、後者の性質について分析を行った。 
 
(3) このモデルをベースにさらに詳細な生産関数関係を特定したモデル改良を行い、部門間の
取引関係のガバナンスのあり方が内生的イノベーションやイノベーション確率にどのような影
響を及ぼすのかについて理論的に検討した。そこで明らかになったのは、定常状態では経済は
成長率がきわめて低い段階で停滞してしまうということであり、この成長の罠から逃れるため
の効果的な救済策は、部門間の関係特殊的投資を促すことであり、それによって経済全体での
分業の程度を軽減させるということである。したがって、企業レベルの取引関係で取り上げら
れるガバナンスや関係特殊的投資は、経済成長の罠から逃れる有効な手段になりえることが明
らかになった。 
 
第 3部：企業レベルでのイノベーション確率最大化の分析 
次に、この 2段階経済成長モデルに対して、不確実性を導入し、リアルオプションモデルとし
て改良し、イノベーションへの補助金が最適スイッチングにどのような影響を及ぼすのかにつ
いてモデル分析を行った。ここで明らかになったのが経路依存的経済成長パターンであり、ス
イッチングのタイミングによってその後の経済成長のあり方が異なるということである。さら
に、特定の条件の下では、イノベーションへの補助金を削減することが、内生的経済成長への
シフトを促進するということを明らかにした。 
 
(3) 内生的経済成長について、イノベーションが汎用技術セクター、専用技術セクターという
2 セクターの相互作用によって生じるという独自の 2 セクターモデルを構築し、その均衡にお
ける特徴を分析した。具体的には、(1)専用技術段階、(2)汎用・専用技術の相互作用段階、(3)
汎用技術部門の独自の発展段階、という 3つのパターンを識別し、各々の段階における汎用技
術、専用技術の経済成長に与える影響について評価し、イノベーション確率を高めるための政
策的インプリケーションを明らかにした。 
 
第 3部：企業におけるイノベーション・プロセスの分析 
(1) 第 3部では、企業の内部で具体的にイノベーションを進展させていくために、どのような
戦略・組織・制度のあり方がイノベーション確率を高めていくのかについて議論した。まず、
この企業レベルでのイノベーション・プロセスを焦点化装置という観点からモデル化し、開発
焦点となる準価格シグナルに応じてイノベーションの方向性が規定されることを示した。そこ
で明らかになったのは、イノベーションのジャンプ幅が各部門で同じであるならば、この準価
格シグナルにしたがった内生的イノベーション・プロセスは効率的だということである。ただ
し、このジャンプ幅にバラツキがある場合、コア技術に焦点化したイノベーション・プロセス
のほうが効率的であるということであり、従来の関連研究で指摘されてきた技術的不均衡をも
とにしたボトルネック技術を起点としたイノベーション・プロセスとは異なるものを提示する
ことができた。 
 
(2) 次に、このこのコア技術、ボトルネック技術を起点とした内生的イノベーション・プロセ
スモデルをベースとして、イノベーション確率を最大化するための戦略についてモデル化し、
議論を行った。そこで明らかになったのは、要素技術が独立である場合にはコア技術起点型モ
デルがイノベーション確率を最大化する一方で、要素技術が相互依存的である場合にはボトル
ネック技術型モデルがイノベーション確率を最大化するということである。これらの異なった
イノベーション・プロセスを促進するイノベーション戦略や組織のあり方についても概念的に
議論を行った。 
 
(3) 最後に、このような理論的、概念的なモデル分析に対して、企業の研究開発組織における



データを収集した実証研究を行い、主に技術者間での自生的なコミュニケーション・パターン
のあり方がイノベーション確率にどのような影響を及ぼすのかについて検討を行った。そこで
発見されたのが、従来の 2段階のコミュニケーション・フローやゲートキーパーモデルではな
く、3 段階のコミュニケーション・フローおよびトランスフォーマーモデルがイノベーション
確率を高めるということであった。このような新たなモデルが有効なのは、企業特殊的知識の
程度が高い場合であり、その程度が低い場合には、ゲートキーパーモデルがイノベーション確
率を最大化することを議論した。 
 
第 4部：イノベーション・モデルの定量的分析 
(1)第 4部では、これまで議論した理論モデルをもとにさらに発展させ、実証分析を行った。ま
ず、第 2部で構築した多部門内生的イノベーション・モデルに第 3部で取り上げた焦点化装置
のモデルを導入し、イノベーション連関フローマトリックスという新たなイノベーション・シ
ステムの測定モデルを提示した。そのうえで、日本におけるイノベーション連関フローマトリ
ックスを R&D データを用いて推計した。そこでは情報技術業界や精密機器業界でのイノベーシ
ョンが経済全体に対して大きな影響を及ぼしていることが明らかになった。 
 
(2) 次に、このイノベーション連関フローマトリックスについて、R&D データをそのまま使用
するのではなく、生産性データを用いて関連するパラメーターを推計するアプローチを提案し、
東アジア、米国でのイノベーション連関フローマトリックスを推計した。そのなかで、これら
の経済圏におけるコア技術部門を識別することができた。 
 
(3) 最後に、内生的イノベーションを導入した DSGE モデルを構築し、それをもとに日本経済に
関する実証分析を行い、金融政策や財政政策などが内生的イノベーションやイノベーション確
率にどのような影響を及ぼしているのかについて明らかにした。特に、低金利政策が内生的イ
ノベーションを阻害すると同時に、それは既存技術への投資を促進することが分かった。した
がって、イノベーション確率を最大化するためには、低金利政策ではなく高金利政策をとるべ
きであることが明らかになった。 
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